
様式１

Ⅰ　団体の概要

（平成31年4月1日現在）

Ⅱ　点検評価（団体の必要性）

１ 団体の設立目的（定款）

２ 団体が果すべき使命・役割

点検評価表（外郭団体）

団　　体　　名 公益財団法人しずおか健康長寿財団

所　　在　　地 静岡市葵区駿府町1-70 設立年月日 平成３年１０月１日

代　　表　　者 理事長　佐古　伊康 県 所 管 課 健康福祉部　長寿政策課

運営する施設 なし

団体ホームページ http://www.sukoyaka.or.jp/

出資者 出資額（千円） 比率（％） 役職員の状況（人）

静岡県 245,000 77  常勤役員 1  常勤職員 10 

県内35市町 70,000 22  うち県OB 1  うち県OB 2 

財団法人静岡年金福祉協会 3,000 1  うち県派遣  うち県派遣 1 

 非常勤役員 18  非常勤職員 0 

役員 計 19 職員 計 10 

基本財産（資本金） 計 318,000 100.0

設立に係る根拠法令等

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律
公益財団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
高齢者の生きがいと健康づくり指針事業について
（平成元年10月１日付け厚生省大臣官房老人保健福祉部長通知）

団体の沿革

Ｈ３年10月   しずおか健康長寿財団設立
Ｈ８年度 　  県高齢者総合相談センター運営受託
Ｈ９年度   　県総合健康センター管理運営受託
Ｈ14年度    県介護実習・普及センター運営受託
Ｈ17年度    しずおか健康いきいきﾌｫｰﾗﾑ21事務局
  　　　　　　 県高齢者総合相談センター運営受託終了
Ｈ18年度   中部高齢者介護機器展示ｺｰﾅｰ受託終了
Ｈ19年度   県総合健康センター指定管理開始
Ｈ21年度   西部高齢者介護機器展示ｺｰﾅｰ受託終了
Ｈ23年度   東部高齢者介護機器展示ｺｰﾅｰ受託終了
Ｈ24年４月 県総合健康センター第二期指定管理開始
H24年度   県総合健康センター第二期指定管理終了
              公益財団法人に移行
              介護実習・普及事業受託終了

あらゆる世代の県民の参加を得て、高齢者をはじめとする県民の生きがいづくりと健康づくりを推進
することにより、県民の社会活動の促進を図り、もって明るく活力ある長寿社会の実現に寄与する。

明るい活力ある長寿社会の実現に向けて、高齢者がこれまで培った豊かな経験と知識・技能を活か
し、生涯健康で、かつ生きがいを持って社会活動ができるよう高齢者の生きがいと健康づくりの推進
に資する具体的な実践活動を展開する。
また、県の外郭団体として、県の事業実施の一翼を担い、市町が主体となって実施する介護予防、自
立支援・重度化防止の取組を全県的に推進するほか、県と連携し、あらゆる世代を対象に、県民の健
康寿命の延伸のため、“生きがいづくり”と“健康づくり”を一体的に行う。
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３ 団体を取り巻く環境

４ 事業概要

５ 事業成果指標

区　分 内　　　　容

（単位：千円 ）

区分 事業名 事業概要 H30 決算 Ｒ１ 予算

合　　　計 158,056 154,886

目標（上段）及び実績（下段）

評価

50％以上 50％以上 65％以上 65％以上

61.7% 62.1% 71.4% （2020）

- - - 5,800

5,461 5,556 5,637 （2020）

（　　　　）

（　　　　）
※評価　…　Ａ：目標達成　　Ｂ：目標未達成　　Ｃ：目標未達成（乖離大）

　団体を取り巻く社会
　経済環境の変化や
　新たな県民ニーズ

2018年10月現在の本県の高齢者人口は1,072千人、高齢化率は29.3％となっ
ており、そのうち、75歳以上の人口は542千人と総人口に占める割合は14.8％
となっている。
今後、高齢者人口は2040年まで増加が見込まれているが、前期高齢者数は
2020年には減少に転じる一方、医療受療率や要介護認定率の高まる75歳以
上人口は増加の一途をたどる見込みである。
このことから、2040年度の社会保障費は190兆円まで増加する見込みとなって
おり、社会保障制度の持続可能性の確保のために、健康寿命の延伸、介護
予防・重度化防止の取組の重要性が増している状況である。

 行政施策と団体活動
 との関係（役割分担）

県では、団塊の世代が後期高齢者（75歳以上）となる2025年を念頭に、平成
30年度からの３年間において重点的に取り組む施策の方向性と目標を示す
「ふじのくに長寿社会安心プラン」を策定しており、その中で、健康な方をより
長く健康な状態でいていただくための「健康づくり、社会参加の促進」は５つの
柱の一つに位置づけられている。
当該計画において、財団は、県と一体となって、スポーツ・文化活動の推進を
通じた健康づくり、生きがいづくり、仲間づくりを推進していくこととなっており、
推進に当たっては、公的な団体としての中立性・信頼性に加え、外郭団体なら
ではの選択性等を活かしながら、県では困難な民間企業との連携・協働の部
分を補完する。
併せて、プランの着実な進捗のため、財団がこれまで培ったノウハウやネット
ワークを活用し、県と連携し、市町における事業実施の支援を行うなど、健康
づくり、社会参加の促進に取り組む。

 民間企業や他の団体
 との関係（役割分担）

財団は公益財団法人として、県の事業を補完する全県的な公益性の高い事
業を行うほか、民間企業と行政・教育機関等のコーディネートにより、より実効
性の高い事業の実施を支援する役割を担う。

県補助
健康長寿連携・協働事業
（健康長寿力向上事業）

・すこやか長寿祭（スポーツ大会・美術展）、全国健康福祉祭（ねんり
んピック）への県選手団派遣事業 53,462 51,671

県補助
県委託

健康長寿連携・協働事業
（健康長寿力向上事業、
企業等連携事業を除く）

・地域における長寿力向上教室の開催等による健康長寿の３要素
（運動、食生活、社会参加）の普及、実践促進
・健康寿命の延伸に関する情報収集・発信事業

73,753 72,565

その他
健康長寿連携・協働事業
（企業等連携事業）

・しずおか健康いきいきフォーラム21構成組織、しずおか健康づくりサ
ポーター企業等と連携した全世代を対象とする健康づくり事業の実施 13,130 13,582

自主事
業

はつらつ健康教室・「はつ
らつネットふじのくに」会員
事業

・中高齢者を中心とする県民の健康づくり・生きがいづくり講座の開
催
・会員を対象に、健康増進、生きがい・仲間づくりのきっかけとなる企
画事業を実施

17,711 17,068

指標の名称（単位）
目標値
（年度）H28 H29 H30

・60代以上のスポーツ実施率（％） Ａ

・すこやか長寿祭・ねんりんピック
の参加者数(中間アウトカム）(人)

Ｂ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　）
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６ 事業成果の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

７ 団体の必要性の評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

８ 団体改革の進捗状況（過去の行財政改革推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

両指標とも目標達成又は目標に向けて着実
に推移している。引き続き事業の効果的な
実施を念頭に置き、各目標値の維持・達成、
事業の質の向上にも努めていく。

○
60代以上のスポーツ実施率は目標を達成、
すこやか長寿祭・ねんりんピックの参加者数
は目標に向け順調に推移している。

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

全国的に高齢化が急速に進行する中、本県
においても、健康寿命の更なる延伸・日本一
の推進に向け、県民の健康づくり・生きがい
づくりは喫緊の課題である。
・県の外郭団体として、市町や民間団体との
連携を図りつつ、県の「長寿社会保健福祉
計画」及び「ふじのくに健康増進計画」にお
いて位置付けられた健康長寿に関する啓
発・実践を行う当財団の必要性は、ますます
重要となっている。

○

団体を取り巻く環境で記載のとおり、健康寿
命の延伸や介護予防、重度化防止等の取
組の重要性は増している。
介護保険制度の中でも、近年、社会参加に
よる介護予防が重視されており、「健康づく
り」「生きがいづくり」「仲間づくり」活動を30
年近くにわたり推進してきたノウハウとネット
ワークを持っている財団の必要性は年々増
している。

対応状況

団体記載 県所管課記載

静岡県の健康長寿にかかる施策との
連携を図りながら財団の果たすべき
役割を明確化し、目的を達成するた
めに最も効果のある取組に重点化す
る。

○

・事業全体の見直しや廃止を図った上で、
県、市町、大学等と連携し、健康長寿の３
要素の実践を促進する事業を平成28年度
から５年計画で展開するなど、県が目指す
明るく活力ある長寿社会の実現に寄与し
ている。

○

健康長寿のリーダー養成事業や健康
長寿の３要素実践促進事業など、財
団のノウハウやネットワークを活用し
て、県と一体的に市町を支援する事
業を展開している。

特に、健康づくり関連イベントは、市
町や民間を「実施主体」として、「しず
おか健康いきいきフォーラム21」は
「仲介役」に徹し、活動内容や組織体
制について見直しを行う。

○

・一部事業を廃止した上で、平成28年度か
らコーディネート機能の更なる強化に向
け、構成組織、行政機関、サポーターとの
連携協働に力を入れて取り組んでいる。

○

企業同士、企業と行政・教育機関
等をつなぐコーディネート機能の
強化に取り組んできており、連携
企業数も着実に増加している。

行財政改革推進委員会意見
（経営健全性に係るもの以外）
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Ⅲ　点検評価（経営の健全性）

１ 財務状況

 単年度収支　　　

 経常損益

 事業収益

 事業外収益

 特別収益

 収入計

 事業費用

 事業外費用

 特別損失

 支出計

（ 単位：千円 ）

評価

(d-h) -495 255 -2,619 Ｃ

(a+b-e-f) -495 255 -2,619 Ｃ 人件費の増

公益目的事業会計 -1,237 728 -2,328 ―

収益事業等会計 333 435 -79 ―

法人会計 409 -908 -212 ―

 剰余金 41,210 41,465 38,846 Ａ

※評価　…　Ａ：プラス　　Ｂ：特別な要因によるマイナス　　Ｃ：マイナス

主な増減理由等

 資産 398,014 402,984 400,510 －

 流動資産 52,738 56,290 54,764 －

 固定資産 345,276 346,694 345,746 －

 負債 38,804 43,519 43,664 －

 流動負債 10,408 13,078 11,866 －

 固定負債 28,396 30,441 31,798 －

 正味財産/純資産 359,704 359,464 356,846 －

 基本財産/資本金 318,000 318,000 318,000 －

 剰余金等 41,704 41,464 38,846 －

 運用財産 0 0 0 －

(a) 156,033 151,925 152,276 150,206 

うち県支出額 127,545 120,286 120,104 120,295 

(県支出額/事業収益) (81.7%) (79.2%) (78.9%) (80.1%)

(b) 4,930 2,891 3,161 2,135 

うち基本財産運用益 2,071 1,919 1,919 1,919 

(c) 0 0 0 0 

うち基本金取崩額 0 0 0 0 

(d=a+b+c) 160,963 154,816 155,437 152,341 

(e) 153,917 149,175 151,245 148,536 

うち人件費 74,638 70,070 73,748 休職、途中退職職員の発生 78,291 

(人件費/事業費用) (48.5%) (47.0%) (48.8%) (52.7%)

(f) 7,541 5,386 6,811 6,350 

(g) 0 0 0 0 

(h=e+f+g) 161,458 154,561 158,056 154,886 

収支差 (d-h) -495 255 -2,619 -2,545 

区　　　　分 H28 決算 H29 決算 H30 決算 備考（特別な要因等）

健
全
性
指
標

区　　　　分 H28 決算 H29 決算 H30 決算 Ｒ１ 予算

支
出

資
産
の
状
況

収
支
の
状
況

収
入
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２ 経営改善の取組の実施状況と評価

３ 赤字の要因（前年度の単年度収支、経常損益が赤字の団体のみ記載）

４ 経営の健全性の総括評価

※判定欄　…　○：良好　　△：改善を要する　　×：抜本的な改革が必要

５ 団体改革の進捗状況（過去の行財政改革推進委員会からの意見への対応状況）

※○：対応済　　△：対応中　　×：未対応

平成26年度まで、事業費用が事業収益を上回っている状況が続いていたが、平成27年度以降、事業
の効率的かつ計画的な実施に取り組み、ここ数年は、事業費用は事業収入を毎年下回るなど、経営
状況に大きな問題はない。

平成30年度予算において、平成29年度予算と同様に資金収支ベースで黒字（決算ベースでは150万
程度の赤字）となる予算を計上、計画的に事業を実施したが、平成30年度は専門職の職員の休職に
よる時間外勤務の増加、代替職員の手当てなどにより人件費が想定以上に伸びたため、最終的に赤
字決算となった。
（単年度の資金収支黒字を維持すれば、基本財産を取り崩すことはないので、経営の健全性には問
題ないと判断。剰余金に余裕がある間は、予算時点で資金収支若干黒字で事業計画）

団体の自己評価 県所管課による評価

判定 評価 判定 評価

○

平成25年度は-7,319千円だった経常損益
は、平成28年度が-495千円、平成29年度が
+255千円と、人件費を抑制した上での事業
の効率的実施等の成果が出ている。平成30
年度は-2,618千円と、ややマイナス幅が増
加したが、これは前年度に取得した備品の
減価償却費や、賞与引当金繰入額等の資
金の支出を伴わない費用によるものであり、
自主財源確保のための継続的取組などと併
せ、事業費の無駄のない執行及び安定した
収入の確保に努めている。

△

平成26年度までは、事業費用が事業収入を
大幅に上回ったことによる赤字が発生して
いたが、平成27年度以降は、事業費用は事
業収入を下回っており、収入に見合う事業を
計画的に実施している。
一方で、収益事業等の収支差がマイナスと
なっていることから、当該事業の見直しが必
要な状況。
また、昨今の社会的な人材不足の影響によ
り、職員の採用が安定せず、人件費の増加
につながっていることから、安定的に職員が
採用できるよう工夫が必要。

対応状況

団体記載 県所管課記載

寄付収入等、自主財源の確保
を図る。

△

平成25・26年度に900千円程
度だった企業協賛金等を、30
年度は2,119千円に増加させる
など、自主財源の確保に努め
ている。
なお、令和元年度は、静岡県
後期高齢者医療広域連合か
らの事業受託により新たに財
源を確保した。

△

広告収入、事業協賛金は、景
気の影響を受けるため、安定
的な財源の確保として、市町
や静岡県後期高齢者医療広
域連合等、保険者が実施する
保健事業の受託による財源確
保についても取組を進めてい
る。

行財政改革推進委員会意見
（経営健全性に係るもの）
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Ⅳ　改善に向けた今後の方針

１ 点検評価を踏まえた経営の方向性

２ 今年度の改善の取組

今後の展望、中期的な経営方針（団体記載） 団体の方針に対する意見等（県所管課記載）

・一層の健康寿命の延伸のため、啓発や実践活
動を行う県所管の公益法人として、引き続き市町
や民間団体、企業等と連携しつつ、県の施策を踏
まえたより効果的な事業を検討・実施していく。
・適正な人員の配置や自主財源の確保に努め、
一層の経営の安定化を目指す。

経営状況については、特段の問題はなく、引き続
き、県と連携し、全県的な健康づくり、生きがいづく
り、仲間づくりを展開していく。
県との連携に関しては、県が今後、市町における
健康づくり、介護予防の取組支援や住民主体の
取組の推進に更に力を入れていく必要があること
から、財団には、市町支援や住民主体の取組に
関する事業の比重を見直してもらうなど、更に協
力を求めていく。

団体の取組（団体記載） 団体の取組に対する意見等（県所管課記載）

・一層の健康寿命の延伸のため、啓発や実践活
動を行う県所管の公益法人として、県の施策を踏
まえ、個々に異なる市町の状況に応じた多様な企
画や民間企業の取り組みと連携した事業実施等
を通じて、より効果的な事業展開を図る。
・適正な人員の配置や自主財源の確保に努め、
一層の経営の安定化を目指す。

市町や住民主体の健康づくり、介護予防の取組を
推進するためには、地域の実情に応じた支援が
必要であることから、県と話し合いを持ちながら、
補助事業や委託事業等の実施においては、地域
のニーズに応じた柔軟な対応を求める。
更に、将来的には、市町の委託事業の受託など、
直接的な市町支援の取組を展開できるよう、市町
行政との関係性の強化を図っていく必要がある。
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Ⅴ　組織体制及び県の関与

１ 役職員数及び県支出額等

２ 点検評価（団体記載）

３ 点検評価（県所管課記載）

（単位：人、千円）

区　分 H28 H29 H30 Ｒ１ 備考（増減理由等）

常勤役員数 1 1 1 1

うち県派遣 0 0 0 0

うち県ＯＢ 1 1 1 1

常勤職員数 10 9 9 10 H29,30は採用不調により▲１

うち県派遣 1 1 1 1

うち県ＯＢ 2 2 2 2

県支出額 127,545 120,286 120,104 120,295

補助金 93,583 80,258 80,280 80,070

委託金 8,033 13,128 13,124 13,225

その他 25,929 26,900 26,700 27,000

県からの借入金 0 0 0 0
県が債務保証等を
付した債務残高 0 0 0 0

※役職員数は各年度４月１日時点、県支出額は決算額（当該年度は予算額）、借入金・債務残高は期末残高

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

項　目 評価 評　価　理　由

※ 評価欄 … ○：基準を満たしている　　△：基準を満たしていないが合理的理由がある　　×：基準を満たしていない

 定員管理の方針等を
 策定し、組織体制の
 効率化に計画的に取
 り組んでいるか

○
雇用形態の見直しや専門職員の採用等により、事業の充実強化、効率
的な人員配置に努めている。

 常勤の役員に占める
 県職員を必要最小限
 にとどめているか

○
常務理事兼事務局長として、行政や議会等との調整を行う県ＯＢを１名
配置するに留めている。

 常勤の職員に占める
 県からの派遣職員を
 必要最小限にとどめ
 ているか

○
派遣職員人件費の一部を自主財源で負担する必要があり、受入は最
小限に留めている。

 県からの派遣職員に
 ついて、必要性、有効
 性が認められるか

○

・県派遣職員は県の施策方針と現場の事業実施を結びつける役割を果
たしており、効果的・効率的な事業実施に寄与している。
・団体に在籍することで団体職員としての視点をもち、県に対して提言
等が可能となることからも職員の派遣は有効である。

 県からの補助金等の
 支出や借入金等につ
 いて、必要性、有効性
 が認められるか

○

・県補助事業は県の施策や役割を補完、補強する性格のものであり必
要な支出であると考えている。
・県委託・負担金事業については、県事業の実施を依頼しているもので
あり、市町における健康づくり、介護予防・重度化防止の取組を県が支
援していく上で、欠かせない支出であり、財団のノウハウやネットワーク
を活用することについて、県直営での事業実施に比較し、効率的な支出
になっている。
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Ⅵ　更なる効果的事業の実施に向けた取組

１ 外部意見把握の手法及び意見

２ 事業やサービスの見直し例

区　分 実施 結果公表 実施内容 主な意見・評価

 ○：実施している／公表している　　―：実施していない／公表していない

・連携･協働のつどいの記念対談では、対談者2人のキャッチボールのようなやりとりが不足していた
との意見を踏まえ、内容も「人生100年時代」の生き方などを加味して改めて実施する。
・リーダー養成講座では、講座後にリーダーとして各市町で活躍できるよう開催市町と連携してモチ
べーションアップに努めている。
・すこやか長寿祭における表彰については、会場の段差が表彰者に負担になっているので、会場の
変更を予定している。
・会員事業のウォーキングは、入念に下見をした上で、距離を短めに設定するなど、配慮している。

外部評価委員会 - -

利用者ｱﾝｹｰﾄ ○ ○

（1）実施時期：平成30年5月から31
年3月までの事業実施の都度
（2）回答者数：343人、21団体
（3）結果の公表：法人ホームペー
ジ、施設内備え付け

・2回の連携･協働のつどいでは、記念対
談、講演に関する「よかった」との回答は
約8割だった。
・長寿力向上教室では、体力･意欲の向
上や知識の増加など、前向きな回答が
大半だった。
・リーダー養成事業では、回答団体すべ
てが役立ったと回答している。
・すこやか長寿祭における熟年メッセー
ジの発表では、8割近くが「よかった」と
回答している。

利用者等
意見交換会

○ ○

「はつらつネットふじのくに企画運
営委員会」
会員の運営スタッフと職員で構
成、議事録をホームページで公
表、施設内備え付け

・来年度の視察研修先について、運
営スタッフから経験に基づいたアド
バイスがあった。
・ウォーキングの距離について、膝
の具合が悪い会員も増えてきている
ので再考するよう問題提起があっ
た。

その他
(　　　　　　　　　)

- -
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